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アレキサンダー　 太平洋島唄国の漁業開発,女 性と安全

太平洋島嶼国の漁業開発,女 性と安全
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は じ め に

　 「太平洋島嶼国」は,世 界の面積の1/3を 占める海洋に浮かぶ22の 独立国や非独

立地域の総称である(表1を 参照)。 これ らの島々のほとんどは陸上面積も人 口も少

ないが,国 連海洋法条約に基づいて相対的に広大な海域(排 他的経済水域など)と そ

れに含まれる豊かな海洋 ・海底資源における主権を主張 している1も農業,工 業,林

業などを営むために十分1な資源のない島喚国は,漁 業や観光に大 きな期待を託してい

る。 しかし現実は厳 しい。ほとんどの島喚国は豊かな海洋資源を含む海域に囲まれて

いるにもかかわらず,GDPな どの指標ではかられる 「開発」の水準はかなり低い2㌧

このことは,太 平洋島懊国が自ら主張 している経済水域の資源を経済開発のために十

分に活用 していない,と いうことを示 しているのではないであろうか。

　 もともと,島 喚国は経済開発をすべきかどうか,す るとすれぽ海洋資源をどのよう

に利用すればもっとも経済開発につながるか,と いうことについてはさまざまな議論

があ り,ま た利用すべきではないとい う立場 もある。これらを問 うことは重要である

が,本 稿の本来の 目的ではない。 しかし,漁 業開発に目を向けるのであれぽ,こ れら

の資源の利用について真剣に考える必要がある。その理由は,島 喚国の排他的水域の
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表1　 太平洋島嶼国
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(1984)　　 (1990)　　(SQUARE　KM)　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (1,000Sq.　KM)　　　　　RATIO　　　　　ISLANDS　　ISLANDS　　　　ISLANDS

アメリカ領サモア

ベラウ

クック諸島

ミクロネシア連合

フィジー

仏領ポリネシア

グアム

キリバス

マーシャル諸島

ナウル

ニューカレドニア

ニウエ

北マリアナ諸島
コモンウェルス

パブアニユーギニア

ピットケーン

ソ・モン諸島

トケラウ

トンダ

ツバル

ヴァヌアツ

ゥォリスとフツナ

サモア

南太平洋

34.7

12.1

163

73、1

689.O

l59.0

115.0

61!⑩

30.9

7.7

148,0

3,3

16.8

3353.0

　 0.{め

263.O

　 l、6

106,0

　 8,1

130。0

12,1

162.0

5400,16

46.8

15,2

16.9

董OL2

725,0

196.3

133.4

7L8

46、2

9.3

167.6

2,2

軋2

3528.5

N.A,

3M.0

　 0.2

96.3

10.2

146.4

13.7

157.7

5853,3

200

　　488

　　笏7

　　701

18,272

3,521

　　541

　　690

　　181

　　　21

19,103

　　259

　　471

462,243

　　 5

27,556

　　 10

　 747

12,190

　 255

2,935

550,652

390

629

1,830

2,978

1,290

5,030

218

3,550

2,131

320

1,740

390

1,823

3,210

　 800

1,340

　 290

　 700

　 goo

　 680

　 300

　 120

30,569

1:1980

1:12〔弼

1:7625

1:4248

1:71

1:1541

1:403

1:4,986

1:12,462

1:15,238

1:91

1:150s

1:3822

1:7

1:160,000

1:49

1:29,000

1:1001

1:34,615

1:56

1:1333

1:41

1:55

　5

18

　6

16

113

　1

4

16

83

　1

37

16

25

　1

　3

370

>350

>200

>250

>350

>loo

〈100

>50

　　1

　 18

　　1

　　4

>350

　 65

1M

>150

　 4

　 43

　 22

　 2

2184

1

9

36

12

82

23

29

11

47

2

3

5

260

出 所:Wright,　 Andrew&Lance　 Hill,　 eds.1>igarshore　 Marine　 Resources　 of　 the　South　 Pacific,

　　 　 USP,　 FFA,　 and　 International　 Centre　 for　 Ocean　 Development,　 Canada,1993,　 p.4お よ

　　 　 びScharmann,　 Ludwig,"The　 UN　 Convention　 on　 the　Law　 of　the　Sea　 and　 its　implications

　　 　 for　Third　 World　 Countries;the　 case　 of　tuna　 fishery　 in　the　South　 Pacific　 Countries,　 Ocean

　　 　 and　 Shoreline　 Management,15(1991),pp.313の デ ー タ に よ り筆 者 作 成 。

海洋資源は現在,利 用 されているか,あ るいは今後必ずいずれかの国によって利用さ

れるであろうからである。そこで,本 稿では,そ の利用について,次 のことを前提に

議論を進めたい。(1)環 境 ・資源の保全を優先的に考える。(2)開 発で得た利益は

一般の人々,つ まり島の住民に十分還元される。また,そ の開発の決定過程及び実施

に住民の意見を積極的に取 り入れたうえで,彼 らの参加する機会をつ くる。(3)と

くにジェンダー平等(gender　 equity)を 考慮 して,女 性の立場,意 見および参加に十

分な注意を払 う。これら海洋資源をどのように利用するにしても,後 にとりあげる「安

全」を保つための条件であ り,民 衆の参加を前提 とする 「内発的安全」とい う安全保
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障理論 の前提 でもあ る3も

　 さて,本 稿 では,海 洋資源 の利用,と りわけ大型漁業 とい う開発戦略 に焦点を当て

て,安 全 の文脈の中で開発過程 におけ る女性 の役割 を検討す る。 その中でと くに フィ

ジーの ツナ缶(マ グロ ・カ ツオ缶詰)4)工 場 で働 く女性たちに着 目す る。まず,「 安全」,

「女性 」 と 「漁業」を取 り上 げる必然性について簡単 に説明す る。 次に,太 平洋島嶼

国の漁業 と女性 の役割を概略 したあ と,太 平 洋で行 なわれ てい る漁業 と りわけ大型漁

業におけ る女性 の関わ り方を明 らかにす る。また,そ の関わ り方 の事例の一 つ として,

フ ィジーにあ るパ シフ ィック ・フ ィッシン グ ・カン パ ニー(パ フ コ;Pacific　 Fishing

Company)の 缶 詰工場 を取 り上げ て,と くに女性 労働者に焦点を 当て る。最後 に,

これ らの ことを 「内発的安全」の文脈 で検討す る。

Ⅰ　 「安全」と 「開発」

　 どの国も地域も,自 らの自然環境に伴 う 「生態学的」特徴 と,そ こに住む人々や生

息する動物,サ カナ,鳥 などの生き物としての一 敢えてい うなら文化的な特徴があ

る。太平洋島嶼国の 「生態学的」な特徴 としては,上 述した面積や人口の小ささ,海

域の広さなどの他に,例 えぽ珊瑚礁など自然環境そのものの脆弱性や,生 き物の個体

数が少な く,種 類が多いといったことである。また,「生 き物 としての特徴」 として

は,地 域に住む人々の文化的多様性を指摘できる。 こうした特徴を踏まえて太平洋の

人々の安全を考えると,人 々の安全 と自然環境の安全を切 り離すことはできない,と

い うことに気がつ くであろ う。いいかえれぽ,人 々の安全を保障するにあたって,自

然環境の保全およびさまざまな文化の保全が不可欠な条件なのである。

　 しか し,人 間は 「安全」5)を考えるとき,他 の生き物より人間自身の安全に着目す

る。そこで特に大事なのは,我 々人間の生活であると思われる。例えば,衣 食住を含
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

めて,一 般的に生活の質を少しでも高めたいと思っている人は少な くないであろう。

彼らの多 くはまた,生 活の質を高めるには 「開発」とい う手段を用いるのが当然であ

ると考える。しかし,す べての人がその恩恵を受けることができるような 「開発」の

実現は困難である。換言すれぽ,理 想としての 「開発」は肯定できても,開 発戦略の

実施によって,開 発の現実が人々の安全を高める場合もあれぽ,乱 開発による環境破

壊などが人々の安全を脅かす こともある。

　 ところで,開 発が人々の安全を脅かす可能性があるとしても,太 平洋島嗅国の人々

は,自 らの生活の向上のために開発が必要であろうと判断する。が,自 然環境や文化
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的多様性を脅かす ような開発は却 って安全を脅かす もの となる。この ように考 えると,

太 平 洋の島嶼 国で開発 をす る場合,サ ウスが い う 「環境 に安全 な」持続 可能な開発

(Environmentally　 Sound　 Sustainable　Development,　 ESSD)が 不 可欠であろ う(South

1993:135)。 つ ま り,持 続可能 な開発だけ では な く,環 境保全 を中心 に据 えた持続可

能 な開発でなけれぽならない。

　 さて,サ ウスがい うような開発の実現 は困難 であろ うが,そ れ につ いて太平 洋島嶼

国の政府 は どの ように考 えているのであろ うか。政府の立場 を示す には,次 に挙げ る

二つの文章が妥当であろ う。最初 に取 り上 げるのは,1992年 に 開かれ た 「国連環境 と

開発に関す る世界会議 」(リ オ会議)の た めにアジア開発銀行 の指導 の もとで各国の

政府 が用意 した 島嶼 国の環境 と開発についての報告書であ る。 この報告書 の中で,島

嶼国は 「開発 と環境に関す る原則」を4つ 挙げてい る。それは,(1)次 世 代 の ニー

ズを損なわず現在 の世代の ニーズを満たす,(2)持 続 可能 な開発 において,参 加の

平等を促進す る,(3)環 境 に対 して経済開発 による悪影響 を最小限に とどめ るため,

環 境 に対す る配慮 を経済計画 ・政策 に取 り入れ る,(4)資 源 の利 用に関す る開発計

画 ・政策については,最 初か ら予防原則(precautionary　 principle)を 考 慮 に入れ る,

と い う4原 則 であ る(Asian　 Development　 Bank　 1992:228)。

　 これ らの原則 は,筆 者か らみればきわめて緩やかなものであ り,資 源枯 渇が防止 で

きる程度の ものではない と思われる。 また,こ れ らは環境保全を優先す る原則 である

とはいえない。 しか し,開 発を積極的 に促進 しようとしている政府や企業に対 して,

な んらかの ブ レーキには なるであろ う。 また,平 等な参加 を呼びかけてい るところを

みる と,上 述 した ジェン ダー平等や民衆 の参加を も促進す るであろ う。 この よ うな意

味 では,現 実的な(内 発的)「 安全」につなが る可能性 もあ る。

　 で は,次 に リオ会 議 で活 躍 した 「小島嶼 国連 合」(Association　 of　Small　 Island

States,　AOSIS)が,島嶼 国の問題 に着 目す るために開 いた 「バルバ ドス会議」 の時

に出された 「バル・ミドス宣言」(Barbados　 Declaration)の 書 き出 しをみ てみ よう。

1-1小島嶼 途上国(small　island　developing　states)の 生存は,自 らの人間的,文 化的遺産

(heritage)に 強 く根ざしている。これらの文化的遺産はまた,そ の国々のもっとも貴重な

財産でもある。 しか し,こ れらの財産は現在,大 変な重圧に押 しひしがれている。 これ ら

の財産を守るために,持 続可能な開発の過程において,民 衆が中心的な役割を果たすこと

ができるようにあらゆる努力をすべきである。

1-2　 持続可能な開発のプログラムは,健 康や福利を含めて,人 々の生活の質を向上させる

264



アレキサソダー　 太平洋島嶼国の漁業開発,女 性と安全　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼

　　 ことを目標にすべきである。

　　1-13　ジェンダー平等(gender　 equity)と,女 性が果たしている重要な役割や社会貢献に十

　　分な注意をはらうべきである。また,女 性や,子 ども,若 者,先 住民など,主 要なグルー

　　プのニーズも意識すべきである6も

　 この宣言は,上 述した原則と同様,持 続可能な開発の重要性を強調している。 しか

し,前 者は環境と開発の文脈で捉えているのに対 して,後 者は人間を中心とする開発

過程を強調 している。また,人 間の中でもとくに弱い立場にいる女性などに着 目し,

平等 と参加を訴えている。

　 このように してみると,島嶼 国の政府が自らの安全を創造 し,そ れを維持するため

には,環 境,開 発,ジ ェンダー,人 々の参加 といったものに対する配慮が重要である

とい うことがわかる。本稿では漁業を取 り上げるので,「環境保全」 とは,海 洋資源

や海そのものを管理 し保全する,と いうことを意味 し,「開発」とは,広 い意味での

漁業を指す。「ジェンダー」及び 「人々の参加」 とは,こ のような開発戦略,す なわ

ち漁業において,決 定過程を含めて女性の参加を徹底するという意味である。つまり,

漁業における「ジェンダー平等」のことである。それでは次に,太 平洋島喚国ではジェ

ンダー平等の実現がどのよう考えられているかについて検討 しよう。

1[　太平洋 島嶼 国におけ るジェンダー戦略

　太平洋地域では,1970年 代は多 くの島嶼国にとって独立を勝ちとった時期であ り,

国家づ くりに力を注いだ時期であった。 フランスの核実験に対する怒 りが国家形成や

国民意識統合の手段とな り,非 核ナショナ リズムがもっとも盛んな時期でもあった。

そして,こ のような状況を背景に,非 核化及び先住民の独立や権利回復を訴える運動

が各地に起こった。これらの運動をある種の人権運動として分類できる。今なら女性

の権利も人権の一つとしてこのような運動に含まれるが,当 時の太平洋島喚国のこう

いった運動には,女 性の権利を 「人権」としてとらえる運動はほとんどなかった7も

つまり,こ れらの運動の中でジェンダー平等や女性の社会参加を訴える声はあまり大

きくなかった。

　しか し,世 界的にみて,70年 代には女性の社会的地位向上のための 「国際的環境づ

くり」がは じまり,太 平洋地域においても影響が見られた。 とくに,国 連の 「女性の
ノ

10年間」(1976-1985)が 社会 ・経済開発における女性の重要性を明確にした結果,開
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発計画や開発政策策定に携わる人 々が女性の役割を意識 しは じめた。その背景には,

欧米諸国を中心 とする先進国の女性たちの運動があった。彼女たちは途上国の雇用や

収入などにおける男女の格差に着目し,途 上国の女性が開発の恩恵を受けていないこ

とを指摘 し,開 発における機会の平等を訴えはじめた8も この主張は,社 会構造その

ものを変えるということより,従 来の 「近代化」の過程に女性を参加させる,と いう

程度のものであった。このアプローチは女性の生産における役割のみに着目し,途 上

国の固有の文化や歴史に関 してはあまり目配 りしなかった。そして,社 会参加や雇用

機会といった生産活動に着 目したために,女性の再生産の役割を重視してこなかった。

さらに,そ れぞれの国において女性が十分に参加ができていない理由や,ジ ェンダー

以外に人種,宗 教,階 層などについてもあま り目を向けることはなか った。このため,

太平洋でもこのような主張をする 「女性運動」 とは 「西洋的なもの」 というイメージ

が非常に強 く,現 地の人々は参加 しにくいという現実がある。社会参加 より伝統的生

活の中での役割を問題にすべきであるとい う指摘 もある9も

　世界的にみて,女 性の社会的地位向上に関す る規範づ くりにとくに大きな役割を果

たしてきたのは,国 連の女性会議である。国連女性会議は周知のように,1975年 のメ

キシコ会議を第1回 目として,1980年 のコペンハーゲン会議1985年 のナイロビ会議,

1995年の北京会議 と歴史を重ねてきている。これらの会議はメキシコ以来,平 等,開

発,平 和 という3つ の大きなテーマを設定 し,積 極的にそれ らの実現へ向けての取 り

組みを提案してきている。その中で,特 に本稿と関係が深いのは,ナ イロビ会議で設

定された 「将来戦略」である10)。「将来戦略」 とは,広 義の意味でも 「平和」を実現

するため,性 暴力を含めてすべての暴力をなくさなければならない,と い うものであ

る(United　 Nations　Department　 of　Public　Information　1985)。 また,こ のような包

括的な取 り組みによって,国 家 ・社会 ・個人のあらゆるレベルにおける取 り組みおよ

び,そ れぞれの レベルの間の相互関係の重要性を指摘 している。

　 この 「将来戦略」を受けて,1995年 に北京で開かれた世界女性会議では,12項 目に

わたる具体的な戦略的目標及び行動を含む 「行動綱領」が採択された。 この 「行動綱

領」はグローバルな枠組みで女性にかかわるさまざまな問題を取 り上げ,具 体的な行

動をすすめている。各国では,こ れに続 く 「行動計画」の実施が北京会議のフォロー

アップとして期待 されている。また,女 性会議には政府代表の他に数々のNGOが

参加し,積 極的に発言 した。 フォローアップには,NGOの 役割に対する期待も大き

い。

　 さらに,北 京会議で採択された 「北京宣言」は,「国連憲章」にかかげられている

266



アレキサソダー　 太平洋島唄国の漁業開発,女 性と安全

男女平等 の権利 と,生 まれなが らの人間の尊敬及びその他 の 目的 と原則,世 界人権宣

言 とその他 の国際人権に関す る文書,と くに女性差別撤廃条約 と子 どもの権利条約,

女 性にたいす る暴力撤廃 宣言及び発展の権利宣言」への コ ミッ トメン トを再確認 して

い る(United　 Nations　 Department　 of　Public　lnformation　 l　996)。 また,「 女性 と少女

の人権を,す べての人権 と基本的 自由の不可侵の,不 可分 な部分 として完全に実施す

ることを保障す る」11)とい うことも含 まれ ている。 これ らは,ジ ェンダー平等 を実現

す るための 「国際的な枠組み」である。 しか し,こ の よ うな条約 が存在 していて も,

加 盟 しなければ意味がない。多 くの場 合,加 盟す るためには国内法を整備 しなければ

な らない。例 えば,北 京 会議 では,PNG政 府 は,「1997年 までに女性差別撤廃条 約

を実施す る仕組みを設 ける」 とした り,フ ィジーは 「明らかに女性 に不利な法律を改

正す る」 と述べた(清 水 ・北沢編1992:229-234)。

　 これ らの条約や法律等は ジェンダー平等への一歩 である。 さらに必要 なのは,各 国

における女性 の政治参加や民主化 であ る。 これに関 しては,例 えぽ国連 開発計画が出

してい る 「人 間開発指数 」の中の ジェソダー ・エ ンパ ワー メン ト測定(GEM)が 参

考にな る。太平洋島嶼 国のデ ータは全面的に少ないが,ll6力 国 中,フ ィジー(75位),

サ モ ア(77位),PNG(100位),ソ ロモ ン諸 島(109位)と 並ぶ(国 連 開発計 画編

1995:98-99)。 内発的安全 の確 立のためには,GEMが 上 昇 しなけれぽな らない ので

ある。 さらに,個 人 の女性 の地位向上 のためには,教 育,健 康 な どの水準が高 くな ら

なけれ ばな らない。 これには,人 間開発 指数(HDI)が 参 考に なる(国 連 開発計画

編　1995)12〕b

　 さて,上 述 した女性 の社会的地位向上のための 「国際的環境づ く り」 の問題は太平

洋島嶼 国では どの よ うに して考 えられて きたのであろ うか。 ナイ ロビの 「将来戦略」

を受 けて,北 京会議 の準備 に と りかか った太平洋 島嶼 国政府の動 きをみてみ よ う。

　 まず,上 述 した よ うな傾向の もとで,太 平洋諸 国に も 「女性局」な どが政府の中に

設置 され,女 性に関す る政策 も開発計画な どに盛 り込 まれ るよ うにな った。(表2=

Status　of　Women's　 Ministries,1993を 参 照)。 そ して,1994年 に 北京で開催 され る予

定の国連 女性会議 の準備会合の一 つ として,南 太平洋委員会(South　 Pacific　Commis-

sion,　SPC,1997年 か らSouth　 Pacific　Communityに 改称 した)が 太平洋繊 女性会

議を開催 し,ナ イ ロビ 「将来戦略」が どの程度実現 されてい るかを中心に,各 国の女

性 の地位や女性が抱 える問題を取 り上 げた。そ の結果,現 在ほ とんどの島唄 国は,政

府 のなかに女性局を設置 してお り,女 性 に関す る国家政策及び女性 に関す る行動 計画

も採択 してい る,と い う現状が確認 で きた。 これ らは,女 性の諸活動 において中心的
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表2　 太平洋地域における政府助成局制度完成度

国 名 女性局制度 女性政策 実　　施

ア メ リカ領 サ モ ア

ク ック諸 島

FSM

フ ィジ ー

仏 領 ポ リネ シア

グ ア ム

ウ ア リス と フ ツナ

キ リバ ス

マ ー シ ャル諸 島

ナ ウル

ニ ウエ

北 マ リア ナ諸 島

ニ ュ ーカ レ ドニ ア

ベ ラ ウ

パ プア ニ芦 一 ギ ニ ア

ソ ロモン 諸 島

トン ガ

ツ ヴ ァル

ヴ ァ ヌァ ッ

サ モ ア

**　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　 **

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　****　 　　　　　　　　　　　　　　****

****　 　　　　　　　　　　　　　****　 　　　　　　　　　　　　　　****

****　 　　　　　　　　　　　　　****　 　　　　　　　　　　　　　　****

*　 　　　　　　　　　　　　　　*　 　　　　　　　　　　　　　　*

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　***　 　　　　　　　　　　　　　　　***

**　 　　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　**

***　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　***　 　　　　　　　　　　　　　　　***

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　****　 　　　　　　　　　　　　　　****

****　 　　　　　　　　　　　　　****　 　　　　　　　　　　　　　　****

****　 　　　　　　　　　　　　　***　 　　　　　　　　　　　　　　　**

****　 　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　　　　　　**

***　 　　　　　　　　　　　　　　**　 　　　　　　　　　　　'　　　 **

****　 　　　　　　　　　　　　　***　 　　　　　　　　　　　　　　　***

*　 交渉中

**　 取 り組み中(文 章が作成中又はスタッフが配属中)

***完 成 されている

****完 成 され,政 府によって採択された

出 所:South　 Pacific　 Commission,"Discussion　 Paper:The　 Status　 of　 South　 Pacific　 Women,"

　 　 　 SiXth　 Regional　 Conference　 of　Pacific　 Women,　 Noumea,　 New　 Caledonia,2-6　 May　 1994,

　 　 　 SPC/Women　 6/WP.3,15　 April　 1994,　 p.5.

な役 割を果たす であろ うと期待 され ているが,特 に教育分野 においてNGOの 役 割

が重要 であ る,と され た(South　 Pacific　Commission　 l994:i)。

　 同会議は1993年 を 「太平洋諸 国におけ る将来戦略 の出発点」 とし,そ の実現に向け

て,次 に要 約 す る10の 会 識 案(recommendations)を 採 択 した(South　 Pacific

Commissiol11994)。

(1)「 伝統 ・習慣」はまだ太平洋の女性たちにとって極めて大事なものである。しかし,

「伝統」の中で,ナ ショナル ・アイデンティティ形成のために不可欠なものもあるが,そ

うでないものもある。また,女 性とその家族にとって好ましくないものもある。植民地支

配のために押し付けられた 「伝統」もある。これらの伝統を女性の地位や社会貢献との関
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連で整理し,再 考する必要がある。

(2)女 性の健康問題,と くに出産にかかわる保健問題を取 り上げる必要がある。教育プ

ログラムは,戦 略的ニーズの他にベーシック・ニーズも対象にすべきであ り,ベ ーシック・

ニーズを軽視する態度を改める必要もある。そのため,開 発について教育をする必要があ

る。

(3)学 校教育や自然科学系の諸分野における女性の参加を阻むものについて調査,分 析

すべきである。

(4)組 織間連帯および資源の能率的な使用をはかるため,政 府の女性局と各NGOが 協

力関係をつ くり,そ れを強めるべきである。

(5)農 業分野における女性の問題を明確にし,そ の解決のため,農 業分野における女性

の参加問題を取 り上げ,調 査すべきである。

(6)経 済において,女 性の貢献(実 際の貢献 も潜在的な貢献も)を 認識 し,評 価するた

めの指標等を設定すべきである。政策に対するジェンダー分析なども必要である。

(7)女 性たち自身は,ど のように決定過程に影響を及ぼすことができるかについて学ぶ

必要がある。学校教育,生 涯教育,マ スコミなどを通じて,ロ ビー活動や 「政治」教育を

行なう必要がある。

(8)世 帯間の物々交換等イン フォーマル ・トレー ドのシステムを調査 し,そ の制度や実

態を明確にする必要がある。

(9)フ ォーマル及びインフォーマル ・セクターにおける女性の活動を調査し,ロ ーン,

教育などとの関連を含めてその実態を把握する必要がある。

(10)女 性やその家族が,マ クロ経済政策によって受けている影響の実態を調査,分 析し,

それらの政策によって生 じている問題を解決するための努力が必要である(South　 Pacific

Commission　 1994:iii-iv)。

　以上,10の 提案を要約したが,こ れらの提案は上述 した開発と環境の文章と異な り,

環境や資源の使用についてはあまり強調 していない。また,直 接 「安全」という文脈

でジェンダー平等や女性の参加を取 り上げているわけでもない。 しかし,と りわけ内

発的安全が前提 とする 「参加」の概念に関連付けてみれぽ,女 性の社会参加の機会が

増大することは,間 接的にも直接的にも安全につながるといえよう。問題は,こ れ ら

の提案が仮にすべてが実現できたとしても,ど の程度社会を変えうるか,と いうこと

であろう。換言すれぽ,こ れらの提案は,現 在の社会構造における女性の参加を促す

にとどまるものなのか,女 性のエンパワーメントへとつながる積極的な社会的変革を

もたらすものなのか,と いうことである。

　この問いに答えることは困難であろ う。 しか し,筆 者はやは りこれらの提案は前者
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の 「現状維持型」戦略に属すると考える。なぜなら,提 案は全体的にみて内容が暖昧

であ り,ど れ もが誰も反対できないような内容できわめて温厚なものになっている。

しか しながら,ど のようにでも解釈 しうる。そ うすると,か なり広い範囲での活動を

これらによって正当化できる。批判的にいえぽ,こ れ こそがWID的 な考え方の特徴

であるといえよう。

皿　太平洋島嶼国の漁業の現状と女性の役割

　以上より,太 平洋島嶼 国の安全を高め維持するためには,環 境,ジ ェソダー平等,

参加が重要であることが明確になった。水産開発を行なうのであれぽ,環 境や資源の

保全,人 々の健康や生活の向上,ジ ェンダー平等の実現に対して十分な配慮が必要不

可欠である。そこで,こ れらの条件を念頭に置きながら,次 に島島嶼国の現状に目を向

けてみよう。

　太平洋の漁業は大まかに三つの分野に分類できる。それは,資 本 ・技術集中型の海

洋(日 本から見て 「遠洋」)大型漁業(industriamsheries),商 業目的の零細漁業(ar-

tisanal　commercial　fisheries),そ して自給 ・半自給漁業(subsistence,　semi-subsistence

fisheries)とい う三つである。 この中で開発戦略として重要視されているのはい うま

でもなく大型漁業である。が,実際に人々の生活を支えているのはむしろ零細な自給 ・

半自給漁業である。安全の視点から考えると,従 事する人々,使 用する資源,行 う場

所や方法などの点において,こ れらの異なった漁業のバラソスを保つことがきわめて

重要である(Matthews　 1995)。

　では,簡 単にそれぞれの漁業をみてみ よう。まず大型漁業であるが,そ の中でもっ

とも注目されているのがマグロ・カツオ漁業である。多額な投資と高度な技術を要す

るため,島嶼 国においては,個 人ではもちろん,政 府 レベルで営むのもかな り困難で

ある。仮にできるにしても,政 府主導の トップ ・ダウソ開発モデルに基づくものが圧

倒的に多い。現在,独 自に大型漁業を行なっている島嶼国は少ないが,ほ とんどの国

が開発戦略としてこのような大型漁業分野を重要視してお り,将 来の夢を漁業に託 し

ている。この夢には,サ カナをとるだけではなく,加 工による付加価値を加えて輸出

することが当然ながら含まれている。

　 ところで,こ のような大型漁業は島嶼国の安全へとつながるのであろ うか。環境の

面から考えると,資 源枯渇の問題がある。世界中のどこの漁業資源も,現 在枯渇する

ことが懸念されている。現時点において,太 平洋のカツオ及びきはだマグロはそれほ
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ど枯渇していないようである。が,黒 マグロなどは既に少な くなってきてお り,輸 出

入の規制の対象になる可能性 も出てきている。これらの資源の枯渇を防 ぐには,沿 岸

国及び遠洋漁業国による包括的かつ能率的な管理システムが必要不可欠である13もこ

のようなシステムができれぽ,大 型漁業は環境の面において,島 懊国の安全を脅かす

ことが少な くなるであろう。

　大型漁業が大きな利益をあげ,そ れが人々の生活の質や経済の向上に貢献しうると

いう大きな期待もある。 しか し,こ れ らの期待に十分に応えることが果たしてできる

であろうか。また,大 型漁業が開発戦略 として成功 しているかどうかを計ることもか

な り困難であろう。この問題については,本 稿では詳 しく取 り上げる余裕はない。し

かし,経 済水域で漁業を行 うために遠洋漁業国から受け取る入域料 と,遠 洋漁業国が

同水域での水揚げによって得る利益を比べた場合,大 きな差がある14㌔政府が漁業に

よって期待どお りの利益を得ることができなけれぽ,人 々の生活向上につながること

はないであろう。

　 では,大 型漁業におけるジェンダー平等はどうであろ うか。確かに,「漁業」社会

はかな り徹底 した 「男社会」であ り,女 性がそこに進出することはきわめて困難であ

ろ う。長い航海(1ヵ 月もあれば1年 もある)を 船 とい うきわめて狭い空間で過ごす

ため,女 性がいると性的関係などさまざまな問題が生 じるのでやめた方がいいと考え

る人は少なくない。また,女 性は体力的に漁業に向いていないとか,生 理などのこと

を考慮すると船での生活は困難であるとい う意見もある。しかし,太平洋島嶼国にとっ

て,漁 業の手本 となっているのは 日本の漁業であ り,日 本の漁業においてもジェン

ダー ・バランスが整っているとはいいがたい。水産開発における日本の影響が強い中

で,日 本と異なったジェンダーの役割分担を実施するのは困難であろう。

　 さらに先述 したように,大 型漁業は主にマグロ・カツオを対象 としてお り,高 級な

装備や熟練された労働力,高 度な技術や豊富な知識を要する。また,こ のような大き

なサカナをとるのに力も忍耐力も必要であるし,水 揚げ後の取 り扱いも困難である。

例えば,マ グロを零下50度 で瞬間冷凍をする技術も必要である。さらに,用 途別の識

別,識 別されてか らの加工など作業が多い。また,競 争の激しい国際市場にサカナを

売 り出すために,経 済的な知識や豊富な情報が不可欠である。 くり返しになるが,大

型漁業は,金,知 識および技術を必要 とする。このような知識や技術に接近する トレー

ニングなどに参加できるのは,女 性より男性の方が多い。つま り,こ れらのすべては

ジェンダー役割でい うと 「男性」の領域であ り,女 性は困難である。

　 しか し,大 型漁業に参加 している女性たちがいないわけではない。水産物販売会社
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は,他 の多国籍企業と同様,加 工場をもってお り,低 賃金労働者 として工場で働 く人

々はほとんど女性である。彼女たちはマグロ ・カツオを缶詰にした り,刺 し身用のマ

グロ・カツオに氷を入れ,輸 出のために梱包した りする。 しかし,水 揚げまでの過程

や加工後の流通や販売などの過程には女性はほとんど参加 していない。

　 ところで,本 稿の主な関心は大型漁業にあるが,安 全の視点からみると他の漁業を

無視するわけにはいかない。なぜなら,む しろこれらの方が人々の生活を支えている

か らである。そこで,大 型漁業以外の漁業を簡単にみてみよう。

　公海で行な う漁業 と異なり,零 細漁業や自給 ・半 自給漁業は珊瑚礁の内側で行なわ

れる。対象となるサカナは比較的小さく,サ カナ以外にも珊瑚礁や海岸で貝や海草を

獲る。 これらの漁業 と産業としての大型漁業を,生 産高及び労働者 ・関係者の数から

総合的に比較すると,も っとも大きな割合を占めるのは自給 ・半自給分野であるとい

うことがわかる(Bidesi　1994:124)。 毎日のように リーフに通 って,貝 や海草,と き

にはサカナを獲ってくるのは女性であ り,時々船外機を付けてボートに乗 り,主に リー

フの外側でサカナを獲ってくるのは男性である。

　 このように してみると,女 性と子どもが珊瑚礁や内海で獲れるものを中心に毎 日の

生活を支えていることがわかる。彼女たちが使用する技術は,コ ス トがかからない比

較的に簡単なものである。例えぽ,簡 単に手で操作できる釣 り糸や網,酸 素を付けず

に潜るための水中眼鏡,貝 を掘 り出すための棒,カ ニやエビなどをとるためのかご

(trap)な どである(Bidesi　1994:124-125)。 しかし,簡 単そ うに見える道具でも,

それに伴 う豊富な知識や知恵がなければ何 も役に立たないであろう。

　女性たちが獲って来た海産物は,自 分の食卓にのる他,余 った分は市場で売 り,売

り上げを日用品や学校の費用などに充てる。また,食 料として使用する海産物の他に

海草や貝殻も採集 し,食 べずに製薬会社に売る場合 もある15も貝殻はボタン工場や土

産物の製造,販 売店などに売る。

　 このように,女 性たちはいろいろな形で漁業に参加 している。しかし,彼 女たちは

家事などの合間をぬって海産物を獲るので,漁 のために一度に長い時間をかけた り遠

くまで行った りすることができない。女性たちはむ しろ,家 事など文化的 ・社会的慣

習によって期待される諸活動や,女 性としてのジェンダー役割によって許されている

範囲で,漁 業に関するさまざまな仕事をこなす。例えば,彼 女たちは網や他の道具を

修理 した り,上 がった魚の保存や加工,販 売,そ して場合によってはその経費管理な

ども担当する。魚を含めて海産物の加工のほとんどは女性の手によって行われている。

彼女たちは伝統的な労働集約的工程によって海産物を干 した り,塩 漬けした り,薫 製
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にした りする(Bidesi　1994:125-126)。

　さらに,多 くの国が最近力を入れはじめているのは養殖であり,養 殖プロジェクト

には女性たちも参加するようになってきている。 しかし,女 性に与えられている仕事

は池の掃除や出来上がったものの販売などだげで,男 性のように経営の方針などにつ

いての決定過程に参加した り,ト レーニングを受けた りすることはできない。

　たしかに,漁 業におけるジェンダー ・バランスの問題は,誰 が船に乗るかとい う問

題だけではない。流通や販売以外にも水産援助,教 育,法 律,官 僚,経 営,環 境 ・資

源保全などに関'して課題が多い。その中で,高 学歴をもつ女性たちが少 しずつではあ

るが進出している場合もある。効果はまだ不十分のようであるが,経 済援助の一環と

して女性の参加を義務付けている場合 もある。このことは,国 連などが訴える 「女性

と開発」(WID)戦 略の実現努力の例として評価できる反面,現 地関係者は援助を要

請するとき,女 性について適当に作文 しているだけで,実 際には何も実現 していない

という話 もある(Schoeffel　l　995:11-12)16も 全体的には島嶼国の漁業はまだ 「ジェン

ダー平等」の実現へ向かっているとはいいがいたい。男性も納得でき,女 性も動 きが

とれるようなジェンダー平等のための意識向上や実現のための柔軟で独創的な提案が

必要であろう。

lV　 事 例研 究 　 　パ シ フ ィ ック ・フ ィ ッシン グ ・カン パ ニー

　　　　　　　　 (パ フ コ)17)

　 以上,安 全,環 境保全,ジ ェン ダー平等戦略 など,太 平 洋地域における漁業 開発 の

課題 を述べて きた。では,現 実は ど うであろ うか。上述 した ように,大 型漁業 におけ

る女性 の参加は,水 揚げが終わ った後の工程 がほ とんどであ る。 したが って 「ジ ェン

ダー平等」 になってい るとはいいがたい。では,参 加 してい る部分においては ど うで

あろ うか。ナイ ロビの 「将来戦略」や北京会議 の 「行動綱領」でかかげてい るよ うな

目標は どの程度達成 されてい るであろ うか。 どの程度,島嶼 国の 「安全」に貢献で き

ているのであろ うか。 これ らを念頭 におきなが ら,大 勢 の女性が働 くパシフ ィック ・

フィッシン グ ・カン パニー(パ フコ)の 例を検討 してみ よう。

　 パ シフ ィック ・フィッシング ・カンパ ニー(パ フコ)は1964年 に フィジー と日本 の

合弁企業 として始め られた。 日本側の主な株主は 日本の伊藤 忠,ニ チ リョウ,バ ンノ

通商 であ り,フ ィジー側 は主 に政府であ ったが,1967年 に伊藤忠以外の 日本側 の商社

は手を引 くことになった。創設 当時,パ フコはア メ リカへ輸出する缶詰用 マグロの冷
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凍保管施設 として使われ た。 当時,パ フ コで働 く労働者 は約100名 で,そ のほ とん ど

が男性であ った。 また,男 性にはマ グロ船 での仕事 もあ った。工場の所在地は,現 在

と同 じで,オ バ ラウ島の レブカである。

　や がてフ ィジーの国内経済政策や世界市場 の変化に伴 って,パ フ コの施設 の強化が

検討 されは じめた。1970年 にパ フコが試験的 に缶詰工場 がつ くられ,1977年 に それ が

本格 的な缶詰工場 にな った。工場建設 のための埋 め立てな どtZC　1　80万 フ ィジー ドル と

い う膨大な費用がかか った。新 しい工場 では,約700人 の女性労働者が輸 出用及び 国

内市場 向け のカツオの缶詰作業 に従事 した。彼女た ちのほ とん どは,所 在地であるオ

バ ラウ島の居住者であ った。

　 缶詰工場 は1985年 に 大 きな転換期を迎えた。その年 に伊藤 忠は缶詰工場 の合弁関係

をやめる と告げ て,株 式を フィジー政府に売 り渡 した。1987年 に フィジー政府が缶詰

工場の経 営を独 自に担当す るよ うになった。が,缶 詰に使 う缶 の製造工場については,

伊 藤忠が1989年 ま で経営を続けていた。その後,タ イのパシフ ィヅク ・パ ッケジン グ ・

リミテ ド(PPL)に 売 り渡 し,伊 藤忠 は生産 において現地 か ら手を引 くことにな っ

た。 しか し,サ カナの売買な どの取 り引 きには未だに関わ ってい る。

　 現在,(1995年)パ フ コの主 な仕事 は年間1万5,000メ トール トン(1500万 キ ロ)の

ツナを加工 し,30あ ま りのブ ラン ド ・ネームで売 ることである。全体 の約5%は 国 内

で売 られ,残 りの95パ ー セン トは主に ヨー ロヅパや北米へ輸 出され る。パ フコの ツナ

は良質で値段 も比較 的高 い。会社に よる と,輸 出用の缶詰 は一本釣 りの漁法を使用す

るので,「 ドル フィン ・フ レン ドリー」 である18も しか し,パ フコははえ縄や巻 き網

船 のカツオを購入する こともある。缶詰 の工程でで きるフ ィッシュ ・ミールも加工 し,

国 内で販売 してい る。他に,エ サ用のサ カナの保管,再 輸 出などの活動 も行 っている。

　 ところで,パ フコに入 って くる魚は冷凍 され ている。入 って きた ところで冷凍庫 に

保管 され るか,缶 詰工程 の最初 のステ ップとして,水 につけ られたあ と,レ トル ト(蒸

留器)で 蒸す。パ フコには8つ の レ トル トがあ り,摂 氏114度 で サ カナを蒸す のでか

な りの熱 が出る。蒸 したサカナは6本 のベル ト・コンベヤーに乗せ られ,骨 や皮を とっ

たあ と,用 途別 のサイズに切 られ,缶 に入れ られ る。調味料が投入 され てか ら缶に蓋

をつけて,ラ ベルを貼 ると一応 「ツナ缶」 としてで きあがる。

　 これ らの仕事は主に約500人 の 女性 労働者 が行な う。彼女 たちは,東 南 アジアの工

場 と同様 に低賃金 で長時間労働に従事す る。午前7時30分 か ら午後5時 まで,立 ち っ

ぱ な しでベル ト ・コンベ ヤーに乗 って くるサ カナを切 った り,骨 や皮を取 った り,重

量を測 った りして,缶 詰めに従事す る。 この仕事は単調 で足 も腰 も疲れ る。工場の入

274



アレキサンダー　 太平洋島懊国の漁業開発,女性と安全

り口に並ぶ レトル トから出る熱によって温度が高 く,サ カナ臭 く,非 常にきび しい環

境である。機械の音 も大きく,古 い機械には安全装置がついていない。実際にふたを

つける機械で指を切 り落とした女性の事故も報告されている。

　パフコの経営方針は,労 働者が 「ファミリー」であるという。 しか し,実 際にこれ

はきびしいルールを押 し付けるために使われていることが多いようである。例えぽ,

生産能力を高めるため時間について厳 しいルールを導入している。15分間遅刻すると,

30分相当を給料から引かれる。16分から30分遅刻すると,一 時間分引かれる。さらに,

労働者はほとんど強制的に礼拝などに参加 させられる。労働者のほとんどが女性であ

るが,工 場の外でも夫以外の男性との付き合いを会社側に見つか り,性 的関係とみな

された場合,即 解雇される。妊娠も解雇の理由になるとい う。

　給料の面でも問題はある。賃金は,時 給1.20米 ドルでソロモン諸島,タ イ　(時給

0.70ドル)や イン ドネシア(時 給0.40ド ル)の 缶詰工場よりは高い。また,フ ィジー

国内の他の工場に比べてもそれほ ど悪 くない。しかし,1988年 より導入された銀行 ロー

ンのサービスによって,個 人が簡単にお金を借 りることができるようになった。返済

は給料から天引きされるので実際にもって帰るお金は,給料 より相当低い場合が多い。

　 また,女 性の時間給は男性の時間給より12セン トほど安い。サカナは常に確保でき

ないとい うことを理由に,労 働者の多 くはパー ト・タイマーであ り,労 災をは じめ,

付加給付がない。労働組合は存在するが,こ れも 「ファミリー」に入るので,労 働者

の権利を守るという意味ではあまり役に立たない。しかも,問 題が生じると,企 業側

は工場をオバラウ島からラィジーの首都であるスパ市へ移す とい う話を持ち出す。オ

バラウ島はスパから離れているので,確 かに不便である。漁船では約5時 間,小 型飛

行機では30分,バ ス ・フェリーという地元の交通機関では半 日以上かかる。税関,補

給関係はすべてスパでしなけれぽならないので,船 も出来上がった商品もいったんス

パに集中しなけれぽならない。 このような事情のもとでは,「工場を閉鎖 してスパへ

移す」 といわれると,脅 しであると思わない人が多いであろう。実際,工 場を移す こ

とが検討されてお り,労 働市場のコス トなどの調査も行っているようである。オ・ミラ

ウ島に工場がな くなれば働 く場所はまった くなくなってしまうので,労 働者にとって

これは死活問題である。雇用先がなくなるより会社の専横を受け入れた方がいいと考

える人が多い ようである。

　 パフコはフィジーにおけるツナ缶詰生産を独占してお り,政 府によって支えられて

いる。経営をは じめとして問題が多 く,ほ とんど採算がとれていない ようである。

1993年にオ・ミラウ島を直撃 した台風が工場に大 きな被害をもたらした。同じ年に2週
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間のス トライキもあって,サ カナ不足で工場を8週 間も閉鎖 した。それ以後 も度重な

る工場閉鎖や管理 ミスなどによって,パ フコの経営は現在非常に危険な状態にあると

いう。

　 ところで,労 働条件以外のことでかな り深刻な問題は,缶 詰工場で働 く労働者の生

活の質である。労働者は朝早 くでかけて夕方に帰る。工場は町にあるので,買 い物を

して帰ることが多いようである。工場で働き出して何が変わったかと尋ねると,現 金

で買い物ができるとい うふうに答える人がいた。 しかも,ロ ーンを組むことも簡単に

できる。 しか し,買 い物ができる反面,も ともとつ くっていたカッサバやタロ芋をつ

くらなくな り,海 で採集していた貝や小サカナをとらな くなってきているとい う。そ

ういった新鮮なものに代わ り,町 のスーパーで買 ってきたさばの缶詰(ツ ナは高すぎ

る)な どが,日 常の食生活の大きな部分を占めるようになってきているようである。

つまり,従 来の生活では,村 の近 くでサカナや貝など,新 鮮な海産物が食生活の主な

部分を占めていたのに,現 金が手に入ると缶詰や加工食品に変わるようである。この

ことの背景には,サ カナを獲るために海に行 く時間がないことや,仕 事で疲れたので

楽に したいとい う物理的な問題もあれば,「 お金で買 う」とい う価値観の問題もある

であろう。また,工 場に行っていない女性が村に残 っているはずであるが,そ の人々

との連携はどうなっているかということも気になる。調査は不十分であるが,今 のと

ころ,工 場で働 くために,「現金収入」のために,本 人 もその家族も食生活が悪 くなっ

ているような印象がある。また,多 くの女性たちが村か らいなくなっているため,子

どもたちのしつけなどが男性にまかされてお り,あ まりうまくいっていないという報

告もある。これ も 「子育ては女の仕事」とい うジェンダー役割(島嶼 国では必ず しも

そ うではないが)以 外に,賃 金労働の機会は女性のみにある,と い う工場経済による

問題も関係しているであろう。いずれにしても,こ のような問題があるとい うことは,

長い目で見て,開 発は 「安全」に貢献 しているどころか,逆 に子どもの健康を含めて,

安全を脅かしているかもしれない。これは,国 家が営む大型漁業において,も っとも

懸念されるところであろう。

お わ り に

　本稿の冒頭で,太 平洋島嶼国における安全は,同 地域における開発の仕方 と密接な

関係にあると指摘 した。注 目すべき分野は,自 然環境や資源の保全および人々の生活

の質の向上である。開発が人々の生活を脅かさないためには彼らの参加が必要不可欠
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である。 また,開 発を行なう際,そ れは環境にやさしい持続可能な開発でなけれぽな

らない。さらに,そ れらの条件を満たすためには,開 発の過程および結果がジェンダー

平等でなけれぽならない。これらの条件を満たさない 「開発」であれば,島 娯国の安

全を高めることにはならないであろう。

　では,大 型漁業の開発は,こ れらの条件をどの程度まで満た している,あ るいは満

たそうとしているのであろうか。本稿では,環 境の問題については詳述できなかった

が,ジ ェンダー平等については政府の目標などについて詳 しく述べた。そこで,本 稿

のまとめとして,そ れらの目標をパフコの現実に照らして検討 してみよう。

　 まず大枠であるが,ナ イロビの 「将来戦略」や北京会議の宣言は,平 和 ・開発 ・平

等とい う三つのテーマが相互に関係 してお り,切 り離すことはできない,と い うこと

を明らかにしている。 したがって,島 唄国の平和はその開発のすすめかたや平等のあ

りかたにかかっている,と い うことになる。また,そ れらの実現に向けて,南 太平洋

委員会が上述した10の提案を採択 した。これらの提案は,女 性の健康,文 化,生 活の

維持を訴える一方,女 性の社会参加,と りわけ社会的 リーダーとしての役割をも強調

している。これらのことが実現できれぽ,女 性の声 も国家政策や国際政策に反映 され

るであろう。

　 では,パ フコはどうであろうか。資源を十分に守ろうとしているのか。これについ

ては簡単に答えが出ない。 しかし,パ フコの経営者であるフィジー政府は南太平洋

フォーラム漁業機構のメンバー国であ り,そ の機構において海洋の保全や資源の管理

を長 く訴えてきたのである。同時に,パ フコの最大の問題はサカナの確保である。そ

うなると,資 源の保全 より確保の方が優先されることが十分に考えうる。そこで,地

域全体の安全を高めるためには,包 括的な国際管理 ・保全 システムの確立が急務であ

ろう。

　 生活やジェンダー平等については,以 上述べてきたように,パ フコは女性に就業の

機会を提供 しているが,男 性に比べてすべてにおいて女性の方が不利である。これで

はジェンダー平等にもエンパワーメントにもならない。また,食 生活や ローンなどの

問題を考慮に入れると,部 分的な効果があるにせよ,全 体的に生活の質の向上をもた

らしているようには見えないのでる。

　 さらに,南 太平洋委員会があげた提案に照らしてみても,ト レーニングの機会,女

性の リーダーシップ,経 済活動における女性の貢献度への認識や正 しい評価,経 済に

関する決定過程における女性の参加などの具体例はほとんど見当たらない。パフコに

勤めている女性たちは確かに技術をもってお り,経験も能力もある。にもかかわらず,
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経営側には立っておらず,経 営に関する意思決定の過程にも参加していない。

　 このようにしてみると,大 型漁業及びパフコの現状は,現 段階において,本 来の意

味での 「開発」にはなっておらず,人 々の安全の保障にもなっていないように思われ

る。 しかし,だ からといって,こ れ らの活動をすぐやめれぽいいとい うわけにもいか

ない。今後,北 京会議の行動綱領の実施や,女 性差別撤廃条約の批准などによるr環

境づくり」を進めなければならない。同時に,漁 業を行なう側(経 営者)と 従事する

側(労 働者)が ともにそれらの実現に向けて努力しなければならない。これらを実現

す るにあた り,政 府や民衆以外に国際的に注 目されている主体はNGOで ある。太

平洋ではNGO活 動が盛んであ り,女 性関係のNGOも 数多 く存在する。フィジー

にも,南 太平洋大学の研究者,政 府関係者,民 間の漁業者などが参加する 「女性と漁

業ネ ットワーク」 という.NGOが ある。今後,こ れらの組織を利用 して,大 型漁業

の是否やあ り方についての議論を展開すべきであると思われる。そうすることによっ

て,大 型漁業を 「参加型」開発モデルに近づける方法がでて くる可能性がある。そし

て,大 型漁業においてそのような転換ができれぽ,環 境保全の面 もジェンダー平等の

面も人々の参加の面も強化 されるであろう。そのようなことができれば,人 々の生活

の質は向上 し,大 型漁業も島嶼国の内発的安全に貢献するようになるであろう。

注

1)排 他 的経 済 水域(exclusive　 economic　 zone)を 主 張 して い る国 は,海 洋 ・海 底 資 源 に対 す

　 る主 張 が で き るが,排 他的 漁 業 水 域(exclusive　 fisheries　zone)の 場 合 は対 象 が漁 業 資 源 のみ

　 に な る。EEZ:ク ック,フ ィジ ー一,キ リバ ス,ニ ュー ジ ー ラン ド,ニ ウ エ,ソ ロモン,ト ケ

　 ラ ウ,サ モ ア。EFZ:オ ー ス トラ リア,ベ ラ ウ,ミ クPネ シ ア,マ ー シ ャル,ナ ウル,パ プ

　 ア ニ ュ ーギ ニ ア,トン ガ(Ocean　 Yearbook　 l994)。

2)例 え ば,UNDPの 『人 間 開 発 報 告 書1996年 』 に よ る と,西 サ モ ア,ソ ロモン 諸 島 と ヴ ァ

　 ヌア ツは 「後 発 開発 途 上 国」 で,フ ィジ ーや パ プ ア ニ ュー ギ ニア が 「開発 途 上 国」 で あ る。

　 トン ガな ど,他 の 島嶼 国は 掲 載 され て いな い 。 そ こで,例 え ば 「富,貧 困,社 会 投 資 」 の項

　 目で み る と,サ モ アは88番 目,ソ ロモン 諸 島 は118番 目,パ プア ニ ュー ギ ニア は126番 目で あ

　 り,他 は 載 って い な い。 これ らの数 字 は決 して悪 い 数 字 で は な い が,人 間 開発 指 数 中位 国 の

　 中 で 下 位 に な る(国 連 開 発 計 画編1996)。

3)　 内 発 的 安全 に つ いて は,ア レキ サン ダ ー1992,1995参 照。

4)　 ツナ 缶 に使 わ れ る材 料 は,そ の用 途 に よ って サ カナ の種 類 が 違 う。 西 洋 向け の高 級 も の に

　 は 大 体 ビン ナ ガ ・マ グ ロが 多 い が,カ ツ オ も キ ハ ダマ グ ロ も使 用 され る。 マ グ ・も カ ツオ も

　 さぽ 科 に 属 して い るが,種 が 違 う。 英 語 で は,ど ち ら も俗 に 言 うtunaで あ る(図1)

5)英 語 のsecurityと い うこ とば を 日本 語 に訳 す と 「安 全保 障」 が一 般 的 で あ る。 しか し,そ

　 の よ うに 訳 す と,安 全 を保 障 しな け れ ぽ な らな い とい うこ とで,securityよ りprotectionの

　 方 が 近 い と思わ れ る。 自 らが 自 らの安 全 を保 つ とい う意 味 で のsecurityつ ま りstate　of　being

　 と して のsecurityは,「 安 全 保 障 」 とい うこ とば で は 十 分 に 表 現 で きな い と思 わ れ る。 した

　 が って,本 稿 で は,securityを 主 に 「安 全 保障 」 では な く 「安 全 」 とい うふ うに表 現 す る。

6)　 Barbados　 Declaration　 l-1～1-4(Global　 Conference　 on　the　Sustainable　 Development　 of
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　 Small　lsland　Developing　States,　Barbados,　May　 l　994).

7)非 核 ・独立太平洋運動において,は じめて女性の権利を 「人権」とみなし,運 動として取

　 り上げるようになったのは,1996年12月 に開かれた大会においてである。

8)デン マーク人のエスター ・ボセラップ(Ester　 Boserup)は,1970年 代に農業の役割分担

　 におけるジェンダーの重要性を指摘し,ア フ リカにおけるそれぞれのジェンダーの農業シス

　 テムについて明らかにした。また,植 民地主義 と女性の地位低下の因果関係についても触れ

　 た。さらに,自 給自足活動のほとんどは女性が行うことや,こ れらの活動は 「農業統計」に

　 入れ られることが少ないとい う傾向を指摘し,開 発過程において女性は視野に入ってないこ

　 とを指摘 した。 この研究が一般的に 「女性 と開発」(WID)の 出発点 とされている

　 (Boserup　1970)。
9)　 これは,「 女性は内,男 性は外」という一般的なジェンダー役割分担観に基づ くものであ

　 り,「内」の女性の再生産の役割を意味する,と い うふ うに理解されることが多い。このた

　 め,家 事はともかくとして,女 性が家の外で行っている仕事一一 例えぽサカナをとった り,

　 それを市場で売った りしていること 　 はほとんど 「仕事」として見なされない。また,政

　 治もほ とんど男の手によって行われ,戦 争においても男性が強い。多産 の象徴としての

　 chiefは ほ とんど男性で,母 系的な社会でもchiefの タイ トルは男が母親からもらったもので

　 あった(Women　 in　Pacific　Politics)。この時期の太平洋の女性たちの声は,　Griffen(ed.)

　 1994を 参照。

10)ナ イ ロビ会議で採択された最終文書は,「 将来戦略(Forward　 Looking　 Strategies　for　the

　 Advancement　 of　Women)で ある。これは,世 界のあらゆる問題に対する女性の考え方を明

　 確にしたものである。三大テーマ(平 等 ・開発 ・平和)を 設定 し,そ れぞれの相互関係を明

　 らかにしながら,戦 争,人 権,資 源枯渇,文 化,家 族,子 ども,経 済などといったテーマを

　 個別に取 り上げ,戦 略まで提唱した膨大な文書である。本稿にとくに関係が深いのは,次 の

　 ように定義された 「平和」である。「平和 とは,国 家及び国際 レベルにおける戦争や武力紛

　 争がない状態だけではなくて,経 済的 ・社会的正義や平等および社会においてあらゆる人権

　 や基本的自由の保障も含まれるのである。(United　Nations　Department　 of　Public　Informa-

　 tion　1985:257-258)も 参考になる。

11)北 京宣言par.8-9.

12)HIDは フィジー46位,サ モア102位,ヴ ァヌアツ119位,ソ ロモン諸島125位,パ プアニュー

　 ギニア126位 。

13)地 域 レベルでの排他的経済水域(EEZ)管 理を試みているのは,南 太平洋 フォーラム漁業

　 機構(FFA)で あ る。また,日 本 も参加 している国連高度回遊魚交渉において,マ グロ資源

　 の保全 ・管理体制が整いつつある。黒マグロを 「絶滅の恐れのある生物種」 として位置づけ

　 ることによって漁を規制する議論はワシントン条約会議で行われている。なお,グ リーン・

　 ピース ・インターナショナルによると,世 界の主な漁業資源の うち,50は もう枯渇しかけて

　 お り,他 のすべては枯渇す る恐れがあるとされている。地域でい うと,17の 主な漁場の資源

　 はかな り減ってお り,他 の9つ の資源は明らかに少なくなっている(Greenpeace　 Interna-

　 tional　in　Claire　Slatter　1994:132-136)。

14)1995年 には,FFA加 盟 国に域内やその近海で とれたマグロの総額は17億 米 ドルを上回っ

　 たが,地 域に支払われたのは7千 万米 ドルにすぎない(Sasako　 1996:8)。

15)キ リバスでは,コ ブラの代わ りに女性達が育てた海草が契約で北欧の製薬会社に売られる。

　 会社はそれを薬を固めるための素材として使 う(筆 者によるキリ・ミス調査,1995年7月)。

16)ナ ース トラリアやニュージーラン ドは水産援助に女性参加の条件をつけているようである

　 (FFA　 1990)。

17)　 この事件のデータのほとんどは,筆 者が1994年 に現地で行った調査によるものである。ま

　 たEmberson-Bain(1994:13-14)も 参考にした。

18)地 域によっては,イ ルカはカッオのあとを追 う形で泳ぐので,巻 き網を使 うとイルカも一

　 緒に網に捕まる。一つの網で大量のサカナをとるので,す ぐにイルカを海に戻すことができ

　 たとしても,網 の中で死んだ り傷ついた りすることが多い。このため,欧 米ではツナ缶に対

　 する不買運動が展開された。その結果,「 ドルフィン ・フレン ドリー」のラベルができた。

　 なお,関 係者によると,イ ルカが一緒に泳 ぐ地域は中南米であ り,太 平洋ではない,と いう

　 話もある。
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